
事 務 連 絡 

令和 4年 10月 3日 

 

   各都道府県建設業協会 専務理事・事務局長 殿   

                                                                                                              

一般社団法人 全国建設業協会  

                                         専務理事 山 崎 篤 男  

(公印省略) 

 

 

令和４年度最低賃金額の改定及び最低賃金の引上げに向けた中小企業・ 

小規模事業者支援事業に関する周知・広報の実施等について  

   

   

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。平素より本会の事業活動の推進

にご協力を賜わり厚く御礼申し上げます。 

さて、令和 4年度の地域別最低賃金額の改定については、全ての都道府県において同

年 9月の間に改定公示が行われ、同年 10月 1日から順次発効されます。また、一定の

事業又は職業に係る特定最低賃金額についても今後改定・発効が予定されています。 

厚生労働省では、これに伴い令和 4年度業務改善助成金について、原材料費高騰等の

要因で利益率が減少した中小企業・小規模事業者を特例の対象とし、これら事業者の設

備投資等に対する助成範囲を拡大するなど支援拡充を図り、同年 9月 1日から申請受付

を開始し、周知・広報に取り組んでいます。 

つきましては、改定された最低賃金の履行確保のために、改定額とその発効日に加え、

業務改善助成金についても多くの方に利用していただくために、貴会会員企業の皆様へ

の周知・広報にご協力くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

担当：労働部 又木 














